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久留米市シニア向けスマホ教室業務委託仕様書 

 

 この仕様書は、久留米市（以下「委託者」という。）が発注する下記の業務に関して、受託者が当

該業務を履行するために必要な事項を定めるものとする。 

 

1． 件名 

久留米市シニア向けスマホ教室業務 

 

2． 目的 

 スマートフォン（以下「スマホ」という。）やインターネットなどの利用方法、情報モラル・

セキュリティなどに関する教室を開催することにより、高齢者の安全・安心なデジタル活用を

推進していく。また、高等教育コンソーシアム久留米と連携し、学生を活用した事業を行う。 

 

3． 実施場所 

 久留米市が指定する場所とし、施設予約などは委託者が行う。なお、受託者の都合により、

他の場所での実施を希望する場合は、受託者と委託者の協議により定める。 

 

4． 委託期間 

 契約締結日の翌日から令和６年１０月３１日まで 

 

5． 業務内容 

 スマホの操作や久留米市公式ＬＩＮＥの登録、活用等を自身で行えることを目標にした教室

を基礎編・応用編・上級編に分けて教室を開催する。なお、情報モラルやセキュリティおよび

ネットトラブルの防止に関する内容を含めること。 

（１） 教室の科目など 

スマホの操作・利用方法に関する教室 

ア 授業内容 

（ア）基礎編 

実施項目 内容 

マナーモードの設定 機種ごとの設定方法や使う場面、マナーモードの種類の説明 

電話の操作 
電話（通話履歴や電話帳、電話番号から）のかけ方や受け

方、スピーカーの活用 

カメラの操作 
外カメラと内カメラの説明や写真・動画の撮り方、注意点

（撮影禁止個所や著作権など）、撮った写真・動画の見方 

QR コードの読み取り方 読み取り方 

d ボタン広報誌の紹介 d ボタン広報誌の紹介 
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（イ）応用編 

実施項目 内容 

SNS の概要 LINE を中心に Instagram、X、Facebook などの説明 

LINE の登録 インストールや登録方法、友達登録など 

市公式 LINE の活用 登録と受信設定 

LINE の操作 文字や写真の送り方や音声入力、スタンプなど 

（ウ）上級編       

実施項目 内容 

地図の検索 行先検索の方法や移動手段に応じた検索方法の説明 

市公式 LINE の活用 受信設定 

広報久留米電子ブックの活用 市公式 LINE から「広報久留米」電子ブック版を検索する方法 

  イ 対象 

        スマホを所有しているが、操作に自信がない人や基本的な操作方法を学びたい人。市内

在住の６５歳以上の市民に限る。 

    ウ 開催回数 

     全１２回（学生への事前講習１回を含む。） 

     エ 開催時期 

     １回につき質疑込みで２時間程度とする。 

   オ 定員 

     各教室の定員は１５名以内とする。 

（２）日程・会場 

内容 日程 時間 会場 

基礎編 １０月４日（金） １０時～ 総合福祉会館 

応用編 １０月４日（金） １４時～ 総合福祉会館 

基礎編 １０月８日（火） １０時～ 総合福祉会館 

応用編 １０月８日（火） １４時～ 総合福祉会館 

応用編 １０月１０日（木） １０時～ 城島総合文化センター 

応用編 １０月１０日（木） １４時～ 三潴生涯学習センター 

応用編 １０月１８日（金） １０時～ 北野生涯学習センター 

応用編 １０月１８日（金） １４時～ 田主丸総合支所 

応用編 １０月２５日（金） １０時～ 総合福祉会館 

上級編 １０月２５日（金） １４時～ 総合福祉会館 

上級編 １０月２９日（火） １０時～ 総合福祉会館 

（３）周知・広報 

受託者は、本事業の実施にあたり、以下のとおり周知広報に協力すること。 

ア 委託者が周知用ちらしやホームページなどを作成する際は、原稿の作成や写真などの提     

供に協力すること。 
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イ 委託者や関係機関などの取材や見学要望があった際は、協力すること。 

ウ 学生との事業実施にあたり、学生向けの求人募集チラシを作成し、高等教育コンソーシ  

アム久留米に提供すること。 

（４） 参加者に関わる事務および調整 

ア 参加申し込みの受付は受託者が行うものとする。問い合わせや申込受付に応じられる電       

話番号及び FAX 番号を準備し、氏名、年齢、電話番号、機種の４項目を確認の上、先着

順で対応すること。受託者は、参加決定者数を教室開催前２営業日までに、委託者に伝

えるものとする。 

イ 教室開催当日の準備、受付および片付けなどは、原則受託者が行う。 

ウ 最低人数は定めていないため、人数が少なくても開催すること。天災などでやむを得ず    

講座を延期した場合は、再度同じ場所で開催すること。 

エ 募集は委託者がホームページなどで行う。応募の受付は、アのとおり受託者にて行うこ    

と。 

（５） 実施内容 

ア 講師 

(ア) 受託者は、事業実施にあたり、「教室運営責任者」と「補助従事者」を配置するこ

と。加えて、高等教育コンソーシアム久留米に加盟する学生を直接雇用し、全講座

を通じて、のべ１１名から１５名を配置して、給与を払うこと。なお、学生の募集

は高等教育コンソーシアム久留米事務局が行う。「教室運営責任者」は、受託先のス

タッフから選出すること。 

(イ) 学生が講座中に使用するスマホは受託者が用意すること。 

(ウ) 「教室運営責任者」は、ＩＣＴ関連教室の管理経験が１年以上ある者およびスマホ

などの操作に関する講師の経験がある者を配置すること。 

(エ) 受託者は、従事者に欠員が生じた場合は、速やかに代替えの従事者を確保するこ

と。 

(オ) 受託者は、教室に携わる従事者に対する教育・研修などを十分に行うこと。また、

従事者の清潔の保持および健康状態について、必要な管理を行うこと。 

イ テキスト 

(ア) 仕様書に則したテキストを参加者数分および委託者へ用意すること。 

(イ) 自宅に持ち帰ってからも活用できるような仕様とすること。 

(ウ) 教室で使用・配布するテキストは著作物であり、著作権は受託者に帰属する。 

ウ 参加者への対応 

(ア) 教室内容についての参加者の理解度に応じた対応をすること。 

(イ) 教室内容またはスマホの操作方法に関する質疑応答の時間を必ず設けること。 

(ウ) 教室終了後に、参加者に対してアンケートを実施すること。なお、内容や実施方法

などに関しては、受託者と委託者が別途協議する。 

（６） ＩＣＴ・電子機器などについて 

ア 教室内でインターネットを使用する場合は、Wｉ－Ｆｉ環境を整備するなどインターネ     
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ット環境を用意すること。 

イ スマホの操作は参加者のスマホを利用すること。 

ウ 教室内で参加者に対し講義を行う際は、パワーポイントなど分かりやすい媒体を活用す   

ること。なお、必要な機材については受託者が用意すること。 

エ 教室内でアプリケーションなどを使用する場合には、セキュリティ上の安全性が確保さ 

れているもののみを利用すること。 

（７） 業務の終了報告について 

受託者は、本教室の最終実施終了後、速やかに参加者数および業務内容などに関する報告書

を書面にて委託者に提出すること。 

 

6． 業務実施上の留意点 

（１）一般事項 

ア 従事者の服装はできるだけ統一し、清潔感を保つこと。 

イ 衛生上および火気の取り扱いに十分留意すること。 

（２）危機管理 

ア 実施にあたっては、安全確保に十分配慮すること。 

イ 参加者の参加時における緊急事態に対応できる体制を確保すること。 

（３）教室中止の決定 

災害などにより、受託者が参加者の安全の確保が難しいと判断したときは、教室を中止

することができる。その場合には、振替日を設けるものとする。ただし、それが困難な場

合には受託者と委託者が協議するものとする。 

（４）秘密保護 

ア 個人情報の取り扱いは、個人情報保護法を遵守し、秘密と指定した事項及び業務の履行

に際し知り得た秘密（以下「秘密情報」という。）を第三者に漏らし、または不当な目的

で利用してはならない。契約終了後も同様とする。 

イ 秘密情報を取り扱う責任者及び従事者は、秘密保持を誓約しなければならない。    

 

7． 暴力団排除に関する事項 

 受託者は当該業務の履行にあたって、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）暴力団から不当要求を受けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに委託者に報告す

るとともに、所轄の警察署に届出を行い、捜査上必要な協力を行うこと。 

（２）暴力団等から不当要求による被害又は業務妨害を受けた場合は、その旨を速やかに委託者に

報告するとともに、所轄の警察署に被害届を提出すること。 

（３）排除対策を講じたにもかかわらず、業務に遅れが生じる恐れがある場合は、速やかに委託者

と協議を行うこと。 

 

8． 暴力団排除に係る再委託契約に関する事項 

受託者は、当該業務の再委託契約に関して、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 
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（１）再委託契約（二次以降の再委託契約を含む）の相手として暴力団等と関係のある業者を選定し

てはならない。なお違反した場合は、指名停止措置および再委託契約の解除を求める場合もある

こと。 

（２）再委託契約を締結するときは、受注者は、再委託契約業者から「誓約書（再委託用）」を提出

させ、その写しを委託者へ提出すること。 

 

9． 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に関する事項 

 受託者は当該業務の履行にあたって、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）障害者差別解消法に基づき、市および事業者に対し禁止が義務づけられている、障害者への

「不当な差別的取扱い」を行わないこと。 

（２）その提供が法的義務とされた市の取り扱いに準じて、障害者への「合理的配慮の提供」につ

いて遺漏なきよう努めること。 

（３）受託者は業務の遂行にあたっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成

２５年法律第６５号）を遵守するとともに、委託者の取り扱いに準じて、障害者に対する合理

的配慮の提供をしなければならない。 

                                                   

以上 


